
* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題 なし

今後の
方向性

適正な土地収用裁決に向けて、引き続き収用委員会会議等の適切な運営事務を行う。

（実績）

外部要
因等

なし

目的の
達成に
関する
評価

－：評価なし
(判断理由）
◎主要な指標：１（理由：指標の設定が１つのため）
コスト指標のため、評価の対象外

5
最終目標

（見込）

（実績）

（実績）

コスト
指標の
増減
分析

１年度の取扱件数あたりコストは、年度内の取扱件数の増等により、30年度11,522千円/件に比べ2,986千円/件減少し
た。

（見込）

（実績）

3
最終目標

（見込）

2
最終目標

（見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
取扱件数あたりコスト
(経費(受益者負担額を
除く)/年度内の取扱件数）

最終目標 －

２年度 － － （見込）

１年度 － 8,536千円/件 （実績）

4
最終目標

千円 69,134 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

土地収用法に基づき、公正中立な立場で、土地の収用・使用、明渡、損失補償の裁決等を行う機関である収用委員会
の運営事務を行う。

１　収用委員会運営事業費(運営費):2,287千円(審理筆耕料502千円)

千円 632 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 76,111 千円 76,177 千円 68,288

収入のうち、受益者負担額
2,822 千円 2,812 千円 1,056

計(a)+(b)+(c) 78,933 千円 78,989 千円 69,344 千円 69,766 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 76,646 千円 76,633 千円 68,838

従事
人員

千円 69,422 千円

事業費(b) 2,287 千円 2,356 千円 505 千円 344 千円

根拠法令
・計画等

土地収用法(昭和２６年法律第２１９号）

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

2年度（当初） 1年度（当初） 1年度 30年度
6人 ( 0人) 6人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人

正規職員（うち地方機関分) 6人 ( 0人) 6人

事業目的
公共の利益の増進と私有財産との調整を図り、かつ、土地の合理的な利用に寄与するため、土地収用裁決等の事務を
処理する。

所属名
収用委員会事務局
（建設局土木部用地課）

評価責任者 収用委員会事務局長　野々山　毅（建設局土木部用地課）

作成責任者 神谷　映輝 ダイヤルイン 052-954-6837

令和 2年度 管理事業評価調書（ 2年度対象）
事業コード 4560 事業名 収用委員会運営事業

政策名 適正な土地収用の執行補助 施策名 適正な土地収用の執行補助


